




























































































































































































































































変 動 係 数 平均値比
率 歪度×10全地域 上位地域 下位地域
1960年度 29.236 20.197 11.147 1.578 15.590 
1965年度 25.367 19.437 12.801 1.478 15.890 
1970年度 24.467 17.564 14.225 1.463 12.622 
1975年度 18.796 15.210 8.224 1.305 19.039 
1980年度 19.128 15.246 8.983 1.310 18.632 
1985年度 21.066 18.116 8.594 1.328 25.626 
1990年度 24.215 21.970 8.905 1.356 30.692 
1995年度 20.616 18.635 8.595 1.298 28.442 
2000年度 19.346 18.179 8.682 1.265 30.191 
2005年度 19.798 18.383 8.255 1.290 27.982 





















































上位地域 下位地域 上位地域 下位地域
1965年度 0.826 0.677 0.702 0.858 0.780 0.662 
1975年度 0.563 0.277 0.372 0.677 0.611 0.461 
1990年度 0.419 -0.098 0.449 0.677 0.617 0.460 
2005年度 0.369 -0.265 0.461 0.742 0.631 0.473 












年度 1960 65 70 75 80 85 90 95 2000 05 10
全国平
均 142 280 606 1,206 1,879 2,399 3,177 3,509 3,729 3,644 3,547 
北海道 161 297 580 1,193 1,903 2,321 3,001 3,461 3,615 3,428 3,303 
同順位
A １４ １７ ２３ ２４ ２２ ２６ ２７ ２４ ２６ ２７ ３１
同順位


















生産性 15歳以上人口比率 就業率 一人当たり総生産
図３ 全国と北海道の乖離（対数値）
13
県 内 総 生 産



































































































































～2005年 1970年 1985年 1990年 2005年
Ｂ* -8.82% -4.12% -8.03% 41.8106 40.1065 38.1223 38.4524 
Ｂ -12.05% -8.37% -14.10% 29.3647 27.5291 25.8255 25.2238 
Ｂ１ 0.43% 20.38% 16.91% 3.3834 3.2860 3.3981 3.9557 
Ｂ２ -37.59% -39.88% -43.68% 0.7571 0.7093 0.4725 0.4264 
Ｔ 5.15% 2.09% 7.51% 6.8476 7.2112 7.2002 7.3621 
Ｔ１ -24.07% -31.37% -27.24% 0.5834 0.6185 0.4429 0.4244 
Ｔ２ 7.56% 36.54% 35.35% 3.1302 3.1028 3.3669 4.2367 




























全 国 北 海 道
年 1970 1980 1990 2005 1970 1980 1990 2005
Ｂ２Ｍ 2.0900 2.2262 1.3861 1.2881
0.62
0.8942 1.0606 0.5748 0.5192
0.58
ＭＢ１ 6.3118 6.6142 7.4660 8.3811
1.37
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ここで、
・シェアが縮小し、波及効果も低下したもの部門では、自部門内
部からの投入係数が大きく低下し、逆に、シェアが拡大し波及効
果も高まったサービス部門では投入係数が大きく上昇している。
・留意すべきは、道内産品の調達比率である．もの部門内部に
ついては、1970年の51.75％から2005年の36.62%へと大きく低下
し、もの部門のサービス部門からの投入については1970年の
93.37%から2005年の78.32％へと、やはり大きく低下している。
サービス部門内部においても、1970年の90.38％から2005年の
80.82％へと低下幅が大きい。
・全国よりもかなりシェアが大きいサービス部門においても、もの
部門と同様に、中間投入財の道内産品調達比率が大きく低下し
ている。全国に較べて、サービス部門の生産性が低いだけでな
く、産業の相互依存関係が急速に薄れていることが明確であ
る。
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・一人当たりＧＤＰでみた都道府県の経済格差は
縮小の後、バブル期から拡大し、長期不況期には
横ばいである。
・地域の経済格差は、地域の生産性に依るが、産
業構造とくに製造業比率と相関していた。相関の
度合いは、相対的に豊かな府県において強く、貧
しい地域では相関がない。
・北海道は、全国に先駆けてサービス産業・部門
が拡大しており、全産業の生産性は相対的に低く、
サービス産業も同様。
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・産業の役割は、生産性により経済成果を支える
だけではなく、産業の連関を通じて地域経済を活
性化させることも課題。
・産業連関の度合いについて、北海道のもの部門
は大きく低下している。
・北海道においては、サービス部門内部の波及効
果(内部乗数)が全国よりも速く増加。
・しかし、それはサービス部門のシェア拡大による
ものであると推測できる。
・もの部門がサービス部門よりも「自立性」が強い。
・とくに北海道において、サービス部門の生産性と
ともに、内部波及効果の改善が課題。
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